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中小企業あきた

11 平成23年度 通常総会を開催

　6月3日㈮、本会の平成23年度通常総会を秋田市のホテルメトロ
ポリタン秋田において、会員264名の出席の下で開催しました。
　議案の審議に先立ち塩田会長は、「東日本大震災の2次被害によ
り県内中小企業も大きな打撃を受け、経済そのものの動きが鈍く
なっている。中長期的に考えると太平洋側の復興はもちろんのこと
であるが、秋田港など日本海側の国土軸の整備も必要である。日々
変化する経営環境の中で本会としては、首都圏攻略プロデュース事
業や農商工連携人材育成スクールを開催する他、レディース中央会
の設立等、会員のニーズに沿った事業を展開していきたい。」と挨拶
しました。
　引き続き、議案の審議に入り、平成22年度事業報告書、財産目録、
貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分案、本年度の活動方針等を
含めた平成23年度事業計画（案）及び収支予算（案）など全ての議案
が満場一致をもって原案どおり承認・可決されました。また、役員
の補充が行われ、その後の理事会により新たに髙橋清悦専務理事が
選出（後掲）されました。
　総会終了後には表彰式が行われ、6組合と30名の個人に対し秋田
県知事表彰並びに秋田県中小企業団体中央会会長表彰が授与され
ました。引き続き、懇親会が行われ、来賓を代表して中野節秋田県副知事のご祝辞の後、株式会
社商工組合中央金庫秋田支店の辻憲一支店長の乾杯のご発声で開宴し、懇親会は終始和やかな
雰囲気の中、盛会裡に終了しました。

【挨拶をする塩田会長】

【祝辞：中野秋田県副知事】
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栄えある受章を心からお慶び申し上げます

秋　田　県　知　事　表　彰

【優良組合】 （敬称略） 【組合功労者】 （敬称略・順不同）　

組　合　名 所在地 理事長名 氏　名 組　合　名 役職名

秋田県農業機械商業協同組合 秋田市 白石　光弘 菊地　成一 秋田県集成材工業協同組合 理　事

矢吹　達夫 秋田県豆腐油揚商工組合 理事長

秋田県中小企業団体中央会会長表彰

【優良組合】 （敬称略・順不同）

組　合　名 所在地 理事長名

秋田県小型自動車販売協同組合 秋田市 石井　資就

協同組合横手かまくらカード会 横手市 七尾　剛雄

秋田県酒造協同組合 秋田市 小玉真一郎

秋田中日経済交流協同組合 横手市 土門　正義

日通秋田輸送事業協同組合 秋田市 寺門克史郎

【中野副知事より表彰状を受け取る白石理事長】

【塩田会長より表彰状を受け取る土門理事長】

【中野副知事より表彰状を受け取る菊地理事長】

【塩田会長より表彰状を受け取る斎藤副理事長】

【塩田会長より表彰状を受け取る七尾理事長】
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秋田県中小企業団体中央会会長表彰
組合功労者 （敬称略・順不同）
氏　名 組　合　名 役職名 氏　名 組　合　名 役職名

加藤　憲成 秋建協同組合 理事長 吉岡　　努 中央素材生産事業協同組合 副理事長

大門　一平 秋田県印刷工業組合 理事長 打矢　正敏 秋田県農業機械商業協同組合 副理事長

渡部　昭雄 能代白神リサイクル協同組合 理事長 佐々木　隆 由利本荘自動車整備協業組合 専務理事

猪股　市郎 中央素材生産事業協同組合 理事長 齋藤　幸悦 秋田県自動車整備商工組合 理　事

松沢　　茂 秋田県理美容用品商業協同組合 前理事長 佐藤　　義 秋田県自転車軽自動車商業協同組合 理　事

鵜木　義信 能代白神リサイクル協同組合 前理事長 高橋　賢吾 秋田県骨材工業組合 理　事

吉川　　悟 秋田県花卉小売商業協同組合 前理事長 武藤　清一 秋田県パン協同組合 理　事

髙橋　　剛 二ツ井町商業協同組合 副理事長 斎藤　憲一 北鹿電気工事業協同組合 理　事

鈴木　勝博 秋田県菓子工業組合 副理事長 安田　基樹 秋田市工業団地協同組合 理　事

千葉　倉男 秋田県自動車整備商工組合 副理事長 阿部千恵子 秋田県農業機械商業協同組合 理　事

眞坂　　勲 秋田県電気工事工業組合 副理事長 高橋　貞彦 秋田県農業機械商業協同組合 理　事

　

組合専従優秀職員 （敬称略・順不同）
氏　名 組　合　名

渡邉　隆子 秋田管工事業協同組合

藤元　早苗 秋田県自動車整備商工組合

渡部江美子 能代白神リサイクル協同組合

藤田　敦子 二ツ井町商業協同組合

加藤　裕子 秋田市個人タクシー協同組合

高橋真樹子 秋田たばこ販売協同組合

【受賞された方々】

■新専務理事のご紹介
　6月3日㈮開催の理事会において本会新専務理事が選出されましたので、

ご紹介致します。

　専務理事　髙　橋　清　悦　（たかはし　せいえつ）
　昭和48年、秋田県に入庁。県建設交通部建設管理課長、産業経済労働部観光課長、仙
北地域振興局総務企画部長、生活環境文化部参事、農林水産部次長、農林水産技術セン
ター所長、会計管理者兼出納局長を歴任し、本年3月31日、秋田県庁を定年退職。

【受賞された方々】 【総代の加藤憲成理事長】

【総代の渡邉隆子さん】
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全国大会への要望事項を審議
第1回・第2回合同専門委員会を開催

　　6月16日㈭及び20日㈪の2回に亘り、来る11月17日㈭開催の「第63回中小企業団体全国大会」に提
出する本県要望事項について審議するための合同専門委員会を開催しました。審議の結果、本県の要望
事項として、以下の7分野15項目を決定しました。要望事項は、本委員会で決定したものを、本会が答申
を受け、7月14日㈭本県にて開催される、｢第1回東北・北海道中小企業団体中央会連絡協議会会長会議｣
や、全国中央会の専門委員会などの審議を経て、全国大会へ上程されます。

【合同専門委員会の様子】

【総合組織】
1　経済対策
　原油高や円高により国内経済は多くの問題を抱える中で、東日本大震災により企業の景況感は大幅に悪
化し厳しい経営状況が続いている。今後、被災地の復興･復旧支援を中心とした施策の中で､円高･デフレ脱
却のために､｢新成長戦略」に掲げた施策を着実に実行すること。また、国内産業の空洞化を食い止める等抜
本的な対策や地域産業の育成強化を図ること。

2　中小企業対策予算の拡充と中央会支援体制の強化

　平成22年6月に閣議決定された「中小企業憲章」について、その具現化を図り､実効性のある中小企業対策
を実施すること。そのため、平成24年度の予算編成にあたっては、中小企業対策予算の更なる拡充を図ると
ともに、中小企業の成長を支援する施策を講ずること。　
　また、中小企業連携組織対策を国と地方が一体となって全国一元的に推進できるよう、国の重要な政策の
柱に位置づけ、連携・組織強化政策を抜本的に強化すること。そのためにも、中小企業組合等の支援機関であ
る都道府県中小企業団体中央会の人員体制並びに事業費が安定的に確保できるよう財源の拡充を図ること。

3　きめ細かな中小企業対策の実現
　法律では、企業は大企業と中小企業だけに区分されているが、零細企業等は資本金や従業員数といった面
で大きな格差がある。そこで、中小企業をより細分化し、大企業―中企業―小企業―零細企業といった区分
を設けて、それぞれの規模やニーズに合わせたきめ細かな支援措置を講ずること。

【震災復興対策】
1　リスクを分散する国土整備の促進
　東日本大震災により太平洋岸の各種工場が被災したため、多くの中小企業が原料及び部品等の調達、生産
が出来ず、国内経済に大きな影響を及ぼした。今後、復興計画を策定するに当たっては、様々な産業リスク回
避の意味からも、これまでの一極集中的な産業立地を見直し、連携協調が可能な形での日本海側への分散立
地化を促進すること。また、日本海側の交通インフラ整備が未だ十分ではないので、港湾の整備促進を図る
とともに、高速道路の未開通区間の早期解消を積極的に推進すること。

2　節電・省エネのための施策の拡充･強化
　東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所の事故の影響で、電力不足が懸念される中、国を挙げて、
抜本的な節電対策が求められている。中小企業もその一翼を担い実施していくために、節電・省エネ設備を
導入する場合、その経費に対する補助制度を強化・拡充すること。

【官公需】
1　官公需施策の充実
①�　低価格入札を排除するため､低入札価格制度を厳格に運用するとともに、国等の発注においても最低制
限価格制度を導入すること。特に、大企業によるダンピング防止に努めるため、必要な措置を講ずるとと
もに、地元中小企業者への優先発注を行うこと。また、予定価格の積算に当たっては、市場動向を十分勘案
し、適正価格での発注を行うこと。
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②�　公共調達制度については、価格だけでなく、品質や安全性、安心の確保、雇用の創出、地域産業の育成な
ど地域経済の発展、地域中小企業者により一層配慮した制度とすること。
③�　国は､官公需適格組合制度をはじめとする官公需施策について､全ての発注機関､特に､市町村など地方
公共団体に対して周知徹底を図るとともに､国と同様に｢契約の方針｣の策定要請を一層強化すること。
④�　建設業の官公需適格組合の受注体制評価における監理技術者については､組合員企業からの在籍出向
を認めること。

2　国産材の利用促進施策の拡充
　林野庁では「公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針」を定め、公共施設への木材使用の
拡大を推進しているが、国産材のなお一層の利用促進を図るため、関係機関への周知徹底を図ること。また、
価格競争力の弱い中小製材業者の育成を図るためにも、中小製材工場の機械設備等の導入・更新費用等に
ついての支援措置を拡充すること。

【金　融】
1　資金繰り対策の継続
　長引く景気低迷に加え、東日本大震災の影響により厳しい経営状況が続く中で、金融機関が中小企業から
の返済や条件変更等の申し出について、機動的な対応が可能となるよう、中小企業資金繰り対策について
は、引き続き安定化するまで万全の措置を講ずること。
2　個人保証制度の抜本的な改善

　中小企業が金融機関等から借入をする場合、経営者やその家族等個人の債務保証を求められるのが一般
的であり、万が一、企業経営に失敗した場合、生活破綻につながることが少なくない。国では、「包括根保証」
を無効とする旨民法を改正したり、「個人保証に過度に依存しない融資の推進」という要請文を発出してい
るが、個人保証については未だ抜本的な見直しには至っていない。 
　やる気のある事業主が新たな事業に再チャレンジ出来るよう、会社の責任と個人の責任が明確になる仕
組みづくりを推進すること。また、若い人達が創業促進や起業出来る環境整備のためにも、個人保証を徴求
しない等制度の抜本的な改善を図ること。

【税　制】
1　中小企業対策税制の拡充
　中小企業の活力、雇用を維持するため、中小法人及び中小企業組合に対する法人税の軽減税率を引き下げ
るとともに、事業協同組合等の留保所得の特別控除並びに中小企業の貸倒引当金の割増償却等の租税特別
措置を延長すること。
2　欠損金の繰越控除・繰戻し要件の拡充

　中小企業の欠損金の繰越控除期間を、現行の7年から10年に延長するとともに、欠損金の繰戻し還付期間
を現行の1年以内から3年以内に拡充すること。

3　消費税の引き上げ反対
　消費税率引き上げは、内需不振が続く中で消費減退を誘発することになり、加えて、増税分の価格転嫁が
困難な中小小売店を始めとする中小企業者にしわ寄せが行き、更なる負担を強いるため、安易な引き上げは
行わないこと。

【商　業】
1　商店街に対する支援
　「中小商業活力向上事業補助金」では、商店街が安全･安心な街づくりを推進していく上で、街路のバリア
フリー化や保育施設・高齢者交流施設等の設置は認められているが、アーケードの修理・修繕費用は認め
られていない。商店街近代化時に建設されたアーケードの老朽化が進んでおり、安全確保のためにもアー
ケードの修理･修繕費用も補助金の対象にすること。
　また、商店街等共同施設の借入金償還に係る賦課金と減価償却費との差額への非課税措置を講ずること。

【労　働】
1　最低賃金の一律引き上げ反対
　現下の厳しい経営環境においては、最低賃金の引き上げには、中小企業の生産性向上や下請取引の適正化
等による中小企業全体の底上げが不可欠であり､中小企業の経営実態や支払能力を無視した一律での引き
上げは行わないこと。
2　外国人技能実習生制度の充実
　外国人技能実習制度により入国した外国人技能実習生は、最大3年間の滞在が許可されており、厚生年金
保険及び雇用保険の加入が義務付けられている。帰国時には厚生年金脱退一時金を受け取っているが、その
額は不十分で直接に年金とは結びつかず、年金制度になじむものではない。今後、外国人技能実習生の厚生
年金保険及び雇用保険の加入については、特例措置を設ける等して、全額免除とすること。
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経済5団体への
新規高卒者求人要請

　6月1日㈬秋田県商工会館において、中野節秋田県副知事・坂本忠行秋田労働局長等による経

済5団体に対する新規高卒者求人要請があり、本会からは塩田会長が出席し、要請書を受け取り

ました。

　要請に対し、塩田会長は、「県内の中小企業の経営状況は大変厳しい。特に、大震災以降、秋田

県は2次被害で観光産業をはじめとした全業種に不況感がある。そういう中でも本会に所属し

ている協同組合や企業の中には元気な企業も存在する。秋田を元気にするには中小企業がその

牽引役とならなければならない。企業経営は自助努力が当たり前であるが、県や市町村が様々

な方向から中小企業を支援し、活性化することで新規採用へも繋がると考えられる。」と述べま

した。

　会員組合、組合員企業の皆様方におかれましては、高校卒業予定者に対する採用枠の拡大と

求人票の早期提出について、ご協力をお願い致します。

【意見を述べる塩田会長】

中小企業組合等支援施策情報
■セーフティネット貸付（取引企業倒産対応資金）特別利率の適用
　セーフティネット貸付（取引企業倒産対応資金）は、取引先企業等の倒産により経営に困難を

来している中小企業者を対象として、円滑な資金供給を確保するための融資制度です。

　中小企業庁では、今般の東日本大震災の影響を受けて倒産企業が増加し、連鎖倒産が発生す

る事態を防止するため、当該制度を活用する中小企業に対して、一定の要件に応じて金利を引

き下げる措置を講じ、資金繰りを支援します。

支援措置の概要

　5月23日から以下の基準を満たす方に対して、倒産対策利率（優遇金利）を適用。 

　　⑴倒産企業に対する売掛金債権等が月平均売上高の20%以上の場合

　　　……基準金利から▲0.75%の引下げ

　　⑵倒産企業に対する売掛金債権等が月平均売上高の10%以上20%未満の場合

　　　……基準金利から▲0.5%の引下げ

○ご相談窓口（受付は、平日9：00〜19：00　土・日・祝日9：00〜17：00）
　日本政策金融公庫　　【平日　☎0120−154−505】

　　　　　　　　　　　【土・日・祝日　☎0120−327−790（中小企業事業）】

　　　　　　　　　　　【土・日・祝日　☎0120−220−353（国民生活事業）】
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業 界 の 声

製穀・製粉業	 �前月に比べて前年同月比のマイナス幅が縮小しており、個人消費はだいぶ戻ってきたと感じている。
4月末に観光地の売店が動き始め、一時的に需要が発生したが、まだ団体客が動かないため、追加の需
要はなかった。

乳製品	 �福島第一原発事故の影響で原乳が出荷停止となり、また、風評被害も発生し、業績は低下している。ま
た、スーパーでは震災時に臨時で仕入れた先との取引が継続となり、売り場に県外製品が増加してい
る。

ニット製品	 �東京及び関東圏で夏場に行われる大規模な節電に対応し、各アパレルとも夏物衣料の早期セール開
始を予定している。例年であれば、5月はまだ正規価格品の生産時期であるが、今年はセール対応のた
めの工賃ダウン交渉や、在庫リスク回避のための発注量抑制などの事態が起きている。

一般製材	 �原木は、被災地の製材工場が確保していた分が秋田県に回ってきて、かなりの量が流通しており、若
干値を下げている。

プレカット	 �仮設住宅用材の引き合いはあるが、50棟、100棟など数量が大きく、一般の住宅を引き受けながらで
は対応できないものが多い。

機械金属	 �先月よりは材料が動いてきたが、まだ元通りというわけにいかず、従業員を休ませている工場もあ
る。また、新卒者採用の話もあまり聞こえてこない。

自動車販売	 �［自動車］5月の新車販売台数は、登録自動車が1,275台（前年同月比59.5%）､軽自動車が1,501台（同
80.7%）で、合計2,776台（同69.3%）であった。

石油販売	 �［石油］ガソリン1ℓ当たり153円で前月比1円引き上げ、軽油1ℓ当たり133円で前月比2円引き上
げ、配達灯油は18ℓで1,780円と前月比23円の引き上げとなった。大震災の影響による需要の冷え
込みに加え、月末には小売価格の値崩れが起きたため売上が減少した。

商店街	 �［秋田市］テレビのアンテナ工事、小型薄型テレビの需要等が有り、家電販売の売り上げは前年並みで
推移しているが、全体ではやや悪化している。

	 �［能代市］まだまだ精神的に震災前の状態には戻っておらず、飲食店や衣料品店の売上が減少してい
る。

タクシー	 県外からの観光客は減少したが、繁華街での利用は回復傾向にある。

トラック運送	 �秋田港に到着する救援物資（原木、豚舎の材料、牛乳パック等）を岩手県まで運ぶこととなり、地域輸
送の動きは良かった。

景況レポート
（5月分・情報連絡員80名）

大震災の影響根強く、県内景況は低迷

【概況】5月の県内景況は、前年同月と比較して、景況が「好転」し
たとする向きが5.0%（前月調6.3%）､「悪化」が66.3%（同
63.8%）で、業界全体のDI値は−61.3となり、前月調査と比較し
て3.8ポイント下回った。 
　内訳として、製造業全体のDI値は−50.0で前月調査（−34.4）
に比べ15.6ポイント下回った。また、非製造業全体は−68.8で
前月調査（−72.9）と比較して4.1ポイント上回った。
　物流の回復や生産工場の復旧とともに、商品や資材の不足が解
消されつつある一方、県内の食料品製造業は特需が無くなり、ま
た、販売不振を警戒するアパレルメーカーの対応により繊維製品
の受注も減少傾向にあり、製造業の売上や資金繰りが大幅に悪化
した。連休頃から行楽や宴会等の動きも出てきたが、日常生活に
おいてはまだまだ節約傾向にあり、住宅着工の動きも鈍く、回復
は感じられない。（回答数:80名　回答率:100%）

※DI値とは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略で、増加（好転）したとする企業割合から、減少（悪化）したとする企業割合を差し引いた値です。
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【今月のキーワード】　『農商工連携とは？』
　農林漁業者と商工業者等が、通常のビジネスの枠を超えて協力し、お互いの経営の強みを持ち寄っ
て、売れる商品・サービスの開発・生産等を行うことで、両者の売上や利益の増加を目指そうとする
取り組みです。

「農商工連携人材育成スクール」開講
　本会が今年度、新規事業として実施する「農商工連携人材育成スクー
ル」が、6月16日㈭に開講しました。当事業は、農商工連携を支援するコー
ディネーター役や売れる商品づくりを進められる人材の育成を目的に、
講義研修・ロールプレイング研修・実地研修の全21回に亘り実施します。
第1回目は、「生産者が儲かる時代が来た!」をテーマに、元ジャパネットた
かたに勤められ、現在、マルチメディア販促コンサルタント「竹下塾」代表
として活躍されている竹下こう也氏よりご講演頂きました。
　講演の中で、竹下氏は「農商工連携を行う際には、売上と利益という数
値目標が明確でなければ成功しない。また、それを支援するコーディネー
ターは、連携を行う当事者に対し、自尊心を磨き上げるような働きかけを

行い、自分がどうなりたいかというあるべき姿をイメージしてもらう必要がある。」と述べられま
した。

【講演する竹下氏】

　理事の職務・義務について
Q 　当組合では、本年度の通常総会において役員改選を行いました。新たに選任された役員もいるため、
役員の職務・義務等について留意点があれば教えて下さい。

A 　役員の職務については、中小企業等協同組合法（以下、中協法）第36条の3（役員の職務及び権限等）に
定められています。今回は、職務執行の機会が多い、理事の職務及び義務について紹介します。

中協法第36条の3第1項
　理事は、法令、定款及び規約並びに総会の決議を遵守し、組合のため忠実にその職務を行わなけれ

ばならい。

　理事は、善良なる管理者の注意をもって職務を執行する義務を負っていますが（善管注意義務、中協法

35条の3において準用する民法644条）、さらに、法令、定款及び規約並びに総会の決議を遵守し、組合の

ために忠実にその職務を執行する義務を負っています(忠実義務）。

　善管注意義務は、引き受けた事項に対し、報酬の有無に関係なく、注意を持って仕事をし、万が一注意

を怠り、組合に損害を与えた場合は、その損害を賠償する責任があります。

　また、他の理事に対する職務執行の注意義務もあり、理事の相互チェックにより、組合運営の適正化が

図られるような仕組みになっています。

　忠実義務は、組合のために忠実にその職務を執行する義務のことであり、理事がその地位を利用し、自

己の利益を追求したり、組合に損害を与えることを防止するためのものです。理事の自己契約や利益相

反取引については、制限が設けられています。

組合相談コーナー
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● a la carte●アラカルトアラカルトアラカルト
■「犬っこ通りで毎月11日はわんわんセール開催」�【湯沢市柳町商店街協同組合】
　湯沢市柳町商店街協同組合（飯塚哲夫理事長）では、中小企業庁の地域商業活性化事業を活用
し、街区の歩道に「犬っこ型のトピアリー」を設置し、「犬っこ通り」を完成させたことをきっか
けに、毎月11日に「わんわんセール」を開催しています。「わんわんセール」では、「わんわん」にち
なんで「11%OFFや1,100円商品を販売をするなど、参加店舗が工夫しサービスを提供してい
ます。この他にも、各店舗が「わんわんフォトスタンドや犬用革製品、わんわんハヤシ」などの「わ
んわん関連商品」を常時販売しています。
　これらの取り組みについて、当組合の事業・イベント委員長の中嶋和広理事は、「一連の取り
組みは、『犬っこ通り』の知名度向上のために実施しているが、
セールを通じてお客様に喜ばれ、商店街の集客力の向上に繋
がるよう期待している。」と話しています。
　また、今後について、当組合の佐藤潤専務理事は、「何もしな
ければ、お客様は商店街から離れていく。このイベントを中心
に、犬っこ通りの知名度を上げ、来街者数の増加を図り、商店
街を活性化させるためにも、継続したい。」と話されました。

　政府では、平成24年2月に全ての企業・事業所を対象に経済センサス・活動調査を実施しま
す。本調査は、我が国における産業構造を包括的に明らかにすることを目的とする政府の重要
な調査で、統計法に基づいた報告義務のある基幹統計調査です。調査を正確かつ円滑に実施す
るため、支社等を有する企業本社あてに6月中旬から「事業所等確認票」が郵送されております。
印字してある内容の確認・修正とご返却を宜しくお願いいたします。
【詳細につきましては、下記経済センサス総合ガイドをご覧下さい。】

http：//www.stat.go.jp/data/e-census/guide/index.htm

　全国中小企業団体中央会では、下記事業の実施団体を募集しています。
　①中小企業組合等活路開拓事業（展示会等出展事業を含む）
　　�中小企業が組合等を中心に、共同して新たな活路を見出すために実施する将来のビジョン

策定とその成果を具体的に事業化・実現化しようとする事業に対し支援します。
　　・補助金額　総事業費の10分の6以内で上限11,588千円（展示会等出展事業は1,200千円）

　②組合等情報ネットワーク等開発事業
　　�組合等を基盤とした情報ネットワークシステムの構築、組合員向け業務用アプリケーショ
ンシステムに関する調査研究・開発及び普及のための事業に対し支援します。

　　・補助金額　総事業費の10分の6以内で上限11,588千円
○募　集　期　間　6月27日㈪〜7月15日㈮
○お問い合わせ先　本会事業振興部商業振興課・工業振興課　☎018-863-8701

インフォメーションインフォメーションインフォメーション
平成24年 経済センサス-活動調査を実施します

平成23年度 中小企業活路開拓調査・実現化事業実施団体を募集します

【わんわんセールのチラシ】
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◎理事長としての抱負
　当組合は、秋田県内にある木材産業組合の連合会ですが、昭和30年代は95％の国産材自給率
を誇り、なおかつ秋田県の基幹産業としての地位を築いておりました。現在は、25％の自給率
に留まっていますが、環境問題の結果、国の政策でも国産材の後押しがあります。10年後の自
給率50％の目標に向かって組合の活性化を図りながら、頑張っていきたいと思います。  
◎座右の銘について　
　特別なものはありませが、中村天風師を尊敬していますので彼の言葉の中で「人生は魂の道場
である」が好きです。
　欠点だらけの個人が、人生の中で多少でも成長して死を迎えられ
るように、日々努力することを心掛けています。
◎趣味について
　趣味は、「読書」です。好きなジャンルは、歴史・哲学・宗教・経
済です。経済に関することは、当然ながら現実の事業経営に活かす
ためであり、哲学・宗教は、年齢を重ねることにより興味を持たざ
るを得なくなり読み耽っています。歴史は、元々好きで学生の頃
は、日本史の先生になろうと思ったこともありました。事業への責
任を果たした後は、京都・奈良等の社寺・仏閣などを巡りたいと夢
見ています。

秋田県木材産業協同組合連合会
理事長　菊　地　成　一 さん

支 団 活 レ ー援 体 動 ポ ト支 団 活 レ ー援 体 動 ポ ト
秋田県へ要望書を提出� 〜秋田県アパレル産業振興協議会〜

　秋田県アパレル産業振興協議会（佐々木繁治会長）は、

6月13日㈪秋田県庁知事秘書室にて、秋田県知事宛に

「交通網の整備」に対する要望書を提出しました。要望

書では、東日本大震災に伴い東北自動車道等の太平洋

側の主要交通網が麻痺したことにより、本県の物流が

停滞し、当業界をはじめ多くの企業が多大な影響を受

けたことから、日本海沿岸東北自動車道・東北中央自

動車道の早期整備について要望しました。

「中小企業あきた」暑中見舞広告を募集中！
本会機関誌「中小企業あきた」8月号に掲載する暑中見舞広告の募集を行っております。
是非とも掲載くださるよう、お願い申し上げます。

◇申し込み締め切り　　　7月15日㈮
◇お申し込み　　　　　　本会調査広報課　（☎018-863-8701）

○1コマ：29mm（タテ）×  84mm（ヨコ）　  6,000円（消費税込）
○2コマ：60mm（タテ）×  84mm（ヨコ）　  9,000円（　  〃  　）
○3コマ：91mm（タテ）×  84mm（ヨコ）　12,000円（　  〃  　）
○4コマ：60mm（タテ）×170mm（ヨコ）　15,000円（　  〃  　）
○6コマ：91mm（タテ）×170mm（ヨコ）　20,000円（　  〃  　）

【要望書を手渡す佐々木会長(中央)と
佐賀幹事長（右）】 
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東北オンリーワンの総合物流サービス企業

経営理念：総合物流事業を通じて地域社会に貢献します

〠013-0072  秋田県横手市卸町８番14号　TEL.0182-32-3667　FAX.0182-32-5672
http://www.yokoun.co.jp/

横手運送株式会社

秋田流通サービス事業協同組合

〒013-0001　秋田県横手市杉沢字中杉沢 592番地の 3
TEL 0182-33-2561　FAX 0182-33-1299

㈱出羽運輸

秋田第一貨物自動車㈱

六郷小型貨物自動車運送㈱

㈱三ウラ産業

日通横手運輸㈱

大曲小型貨物自動車運送㈱

十文字運送㈱

川連運送㈱

里見運送㈲

千歳運送㈲

㈱秋田おばこ運輸

㈱仙建

㈲藤原運送

角間川運送㈱

エコー運輸㈱

㈱岡部興業

合資会社塩喜運送

㈲丸橋運輸

姉崎商運㈱

豊幸商事運輸㈲

横手運送㈱

田沢湖運送㈱

湯沢運送㈱

※順不同

    公的保証人として、国・県・市町村のバックアップに
より、低利の事業資金が調達出来る保証制度を多数用意
しておりますので、お気軽にご相談下さい。 
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